
教育委員会定例会日程 

 

平成２６年４月２４日 

 

１ 開 会 

２ 前回会議録の承認 

３ 会議録署名委員の決定  

４ 議事 

 日程第１  

  議案第９号  

   平成２７年度使用小学校教科用図書の採択方針について   （教育指導課） 

 日程第２  

  議案第１０号  

小田原市郷土文化館協議会委員の一部委嘱替えについて   （生涯学習課） 

日程第３ 

 報告第５号 

   事務の臨時代理の報告（小田原市博物館構想策定委員会規則の制定）につい

て                           （生涯学習課） 

日程第４ 

報告第６号 

   事務の臨時代理の報告（キャンパスおだわら運営委員会委員の一部委嘱替え）

について                        （生涯学習課） 

 

５ 報告事項  

（１）小田原市図書館の今後に向けた動きについて      （資料１ 図書館） 

（２）小田原市いじめ防止基本方針の策定について    （資料２ 教育指導課） 

（３）登校支援リーフレット「不登校の解消に向けて」について  

（資料３ 教育指導課）  

（４）平成２５年度下半期寄付採納状況について     （資料４ 教育総務課） 



（５）教育委員会職員の公務災害の状況について     （資料５ 教育総務課） 

（６）小田原市教育委員会名義後援の承認手続等に関する規程の一部を改正する規

程について                   （資料６ 教育総務課） 

 

６ その他  

 

７ 閉 会 

 

 



議案第９号 

平成２７年度使用小学校教科用図書の採択方針について 

 平成２７年度使用小学校教科用図書の採択方針について、議決を求める。

  平成２６年４月２４日提出 

小田原市教育委員会 

教育長 栢沼 行雄 











































































議案第１０号 

小田原市郷土文化館協議会委員の一部委嘱替えについて 

 小田原市郷土文化館協議会委員の一部委嘱替えについて、議決を求める。 

  平成２６年４月２４日提出 

小田原市教育委員会 

教育長 栢沼 行雄 



小田原市郷土文化館協議会委員候補者名簿  

 
【候補者】  
選 出 区 分 学校教育関係者  
氏 名 柳川 ひとみ  
住 所 小田原市南町一丁目  
生 年 昭和３２年 

備 考 小田原市立下中小学校  
委 嘱 期 間 平成２７年８月３１日まで  

 
 
【前任者】  
選 出 区 分 学校教育関係者  
氏 名 佐宗 修二  

 



小田原市郷土文化館協議会委員名簿 

 
任期：平成25年9月1日～平成27年8月31日 

役 職 選出区分 氏 名 職   業 専門分野 

委員長 学識経験者 一寸木 肇 おおい自然園園長 自 然（甲殻類） 

副委員長 〃 奥野 花代子 
元・県立生命の星･地球博物館 

専門学芸員 
博 物 館 学 

委員 〃 明石  新 元・平塚市博物館長 考古学・歴史学 

〃 〃 渋谷 武美 西相美術協会会員 美 術（彫 塑） 

〃 〃 鳥居 和郎 県立歴史博物館学芸員 歴 史 学 

〃 〃 中村 ひろ子 元・神奈川大学大学院特任教授 民 俗 学 

〃 〃 廣谷 浩子 
県立生命の星･地球博物館 

主任学芸員 
自 然（哺乳類） 

〃 学校教育関係者 西村 泰和 城北中学校長  

〃 〃 ○ 柳川 ひとみ 下中小学校長  

 
※ ○印が新任委員候補 



報告第５号 

事務の臨時代理の報告（小田原市博物館構想策定委員会規則の制定）について

小田原市教育委員会教育長に対する事務委任等に関する規則（平成１０年小田原

市教育委員会規則第４号）第４条第１項の規定により、別紙のとおり臨時代理した

ので、同条第２項の規定により、これを報告する。

  平成２６年４月２４日提出 

小田原市教育委員会 

教育長 栢沼 行雄 



 

   小田原市博物館構想策定委員会規則 

 （趣旨） 

第１条 この規則は、小田原市附属機関設置条例（昭和５４年小田原市条例第１号）第２条の規定

に基づき設置された小田原市博物館構想策定委員会（以下「委員会」という。）の組織、運営等

に関し必要な事項を定めるものとする。 

（所掌事務） 

第２条 委員会は、博物館構想の策定に関する事項につき、小田原市教育委員会（以下「教育委員

会」という。）の諮問に応じて調査審議し、その結果を報告し、及び必要と認める事項について

意見を具申するものとする。 

（委員） 

第３条 委員会の委員（以下「委員」という。）は、次に掲げる者のうちから教育委員会が委嘱す

る。 

(1) 学識経験者 

(2) 前号に掲げる者のほか、教育委員会が必要と認める者 

２ 委員の任期は、２年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠委員の任期は、前任者の

残任期間とする。 

３ 委員は、再任されることができる。 

（委員長及び副委員長） 

第４条 委員会に委員長及び副委員長１人を置き、委員の互選により定める。 

２ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたときは、その職務

を代理する。 

４ 委員長及び副委員長の任期は、委員の任期による。 

（会議） 

第５条 委員会の会議は、委員長が招集し、その議長となる。 

２ 委員会は、委員の２分の１以上が出席しなければ会議を開くことができない。 

３ 委員会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによ

る。 

（部会） 

第６条 委員会に部会を置くことができる。 

２ 部会に属すべき委員は、委員長が指名する。 

３ 部会に部会長を置き、委員長の指名する委員がこれに当たる。 

４ 部会長は、部会の事務を掌理し、部会における調査審議の経過及び結果を委員会に報告しなけ

ればならない。 



 

５ 部会長に事故があるとき又は部会長が欠けたときは、部会に属する委員のうちから部会長があ

らかじめ指名する者が、その職務を代理する。 

６ 前条の規定は、部会の会議について準用する。この場合において、同条中「委員長」とあるの

は「部会長」と、「委員」とあるのは「部会に属する委員」と読み替えるものとする。 

（関係者の出席） 

第７条 委員会又は部会において必要があると認めるときは、その会議に、議事に関係のある者の

出席を求め、その意見又は説明を聴くことができる。 

（秘密の保持） 

第８条 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、また同様とす

る。 

（庶務） 

第９条 委員会及び部会の事務は、文化部生涯学習課において処理する。 

（委任） 

第１０条 この規則に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が委員会に諮

って定める。 

   附 則 

 この規則は、平成２６年４月１日から施行する。 



小田原市博物館構想策定委員会規則 

［制定理由］ 

小田原市附属機関設置条例に基づく小田原市博物館構想策定委員会の組織、運営

等に関し必要な事項を定めるため制定する。 

［内  容］ 

１ 所掌事務（第２条関係） 

委員会は、博物館構想の策定に関する事項につき、教育委員会の諮問に応じて

調査審議し、その結果を報告し、及び必要と認める事項について意見を具申する

こととする。 

２ 委員（第３条関係） 

委員会の委員は、次に掲げる者のうちから教育委員会が委嘱することとし、そ

の任期は、２年とすることとする。 

(1) 学識経験者 

(2) その他教育委員会が必要と認める者 

３ 委員長及び副委員長（第４条関係） 

委員会に委員長及び副委員長１人を置き、委員の互選により定めることとする

ほか、委員長及び副委員長の権限及び任期を定めることとする。 

４ 会議（第５条関係） 

委員会の会議は、委員長が招集し、その議長となることとする。また、委員会

は、委員の２分の１以上が出席しなければ会議を開くことができないこととし、

その議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは議長の決するところに

よることとする。 

  ５ 部会（第６条関係） 

 委員会に部会を置くことができることとし、部会の運営について必要な事項を

定めることとする。 

６ 関係者の出席（第７条関係） 

委員会又は部会において必要があると認めるときは、その会議に、議事に関係

のある者の出席を求め、その意見又は説明を聴くことができることとする。 

７ 秘密の保持（第８条関係） 

委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならないこととし、その職を退いた



後も、同様とすることとする。 

８ 庶務（第９条関係） 

委員会及び部会の事務は、文化部生涯学習課において処理することとする。 

［適  用］ 

平成２６年 ４ 月 １ 日 



報告第６号 

事務の臨時代理の報告（キャンパスおだわら運営委員会委員の一部委嘱替え）

について

小田原市教育委員会教育長に対する事務委任等に関する規則（平成１０年小田原

市教育委員会規則第４号）第４条第１項の規定により、別紙のとおり臨時代理した

ので、同条第２項の規定により、これを報告する。

  平成２６年４月２４日提出 

小田原市教育委員会 

教育長 栢沼 行雄 



キャンパスおだわら運営委員会委員名簿 
 

任期：平成25年6月1日～平成27年5月31日 

役 職 氏 名 選出区分 備 考 

委員長  齊藤
さいとう

 ゆか 学識経験者 聖徳大学 准教授 

副委員長 瀬戸
せ と

 充
みつる

 
生涯学習の向上に 

資する活動を行う者 
小田原市自治会総連合 副会長 

委 員 金澤
かなざわ

 久美子
く み こ

 学識経験者 小田原短期大学 助教 

〃 左京
さきょう

 泰明
やすあき

 学識経験者 特定非営利活動法人 シブヤ大学 学長 

〃 有賀
あ り が

 かおる 
生涯学習の向上に 

資する活動を行う者 
スクールボランティア  

チーフコーディネーター 

〃 安藤
あんどう

 恵
めぐみ

 
生涯学習の向上に 

資する活動を行う者 
小田原市青少年育成推進員協議会 

常任理事 

〃 岩屋
い わ や

 泰彦
やすひこ

 
生涯学習の向上に 

資する活動を行う者 
日本新薬株式会社小田原総合製剤工場 

総務課長 

〃 与那嶺
よ な み ね

 信
のぶ

重
しげ

 
生涯学習の向上に 

資する活動を行う者 
小田原寺子屋スクール 

〃 石井
い し い

 悦子
え つ こ

 公募市民 市内在住 

〃 永田
な が た

 圭
けい

志
し

 公募市民 市内在住・在勤 

〃 ○ 立花
たちばな

 ますみ 
教育委員会が 

必要と認める者 
小田原高等学校 定時制教頭 

 

※ 委員は選出区分ごと五十音順（平成26年4月22日現在） 

※ ○印が新任委員 



 
 

小田原市図書館の今後に向けた動きについて 
 
 

１ 本市図書館の状況 

昭和３４年 ■市立図書館（星﨑記念館）開館    ・・・ ５５年経過 

平成 ６年 ■かもめ図書館開館          ・・・ ２０年経過 

平成 ８年 ■市立図書館耐震診断実施 

→ 想定震度６強の地震で建物の一部が大破との結果 

平成２１年 ■市立図書館コンクリート強度耐力度調査実施 

→ 全体的に強度が低下しているとの結果 

２ 課題 

・施設の老朽化（耐震強度の低下、諸設備の機能低下、資料保存環境悪化等） 

・国指定史跡内にあること 

３ これまでの動き 

平成２２年 ■駅前再開発ビルへの図書館開設を求める陳情 

→ 採択（市議会） 

平成２４年 ■小田原市図書館協議会から 

「小田原市図書館施設の今後のあり方について」答申 

平成２５年 ■保健所跡地（県有地）の取得を求める陳情 

       → 採択（市議会） 

      ■保健所跡地（県有地）取得の方針決定 

      ■小田原駅東口お城通り地区再開発事業について所管部局から市

議会に報告 

資料 １ 



 

１ 

「小田原市いじめ防止基本方針」の策定について 

 
策定への経緯 

平成２５年９月 「いじめ防止対策推進法」の施行 
国・学校へいじめ防止基本方針の策定を義務付け（法第１１条・１３条） 
地方公共団体に対しては、基本方針の策定に努めることと規定（法第１２条） 

 平成２５年１０月 国の「いじめ防止基本方針」が文部科学大臣決定 
 平成２５年１１月 神奈川県主催いじめ防止対策推進法に関する臨時説明会 
 平成２６年１月～３月 市内各小中学校にて「学校いじめ防止基本方針」の策定 
平成２６年４月１日「神奈川県いじめ防止基本方針」の施行 
 
策定の目的 

 いじめが、いじめを受けた児童等の教育を受ける権利を著しく侵害し、その心身の健全

な成長及び人格の形成に重大な影響を与えるのみならず、その生命又は身体に重大な危険

を生じさせるおそれがあるものであることに鑑み、児童等の尊厳を保持するため、いじめ

の防止等のための対策に関し、基本理念を定め、地方公共団体の責務を明らかにし、いじ

めの防止等のための対策を総合的かつ効果的に推進することを目的とする 
 
構成及び内容（案） 

Ⅰ 基本的な考え方   

１ いじめの定義 

２ いじめに対する基本認識 

３ いじめ対策の基本理念 

４ いじめ防止等に関する対策の基本的な考え方 

Ⅱ 基本的施策・措置   

１ 市が実施する施策・措置 

２ 学校が実施する措置 

Ⅲ 重大事態への対処   

１  いじめの重大事態 

２ 学校設置者又は学校による対処 

３ 地方公共団体の長による再調査 

Ⅳ いじめ防止等を推進する体制   

１ 学校におけるいじめの防止等のための組織 

２ 小田原市いじめ問題対策連絡協議会（仮称） 

３ 小田原市いじめ防止対策調査会（仮称） 

４ 小田原市いじめ防止対策再調査委員会（仮称） 再調査のための附属機関 

 

資料 

１ 「小田原市いじめ防止基本方針」の策定体制（案） ２ページ 

２ 「小田原市いじめ防止基本方針」策定スケジュール（案） ３ページ 

資料 2 
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教育委員会定例会 

パブリックコメント 

【小田原市いじめ防止基本方針 検討委員会】 
○役割  基本方針（案）と設置組織（案）の作成 
○構成  委員長  教育部副部長 
    副委員長  教育指導課長 
      委員  地域政策課長    人権・男女共同参画課長         

   健康づくり課長   子育て政策課長 
青少年課長     教育総務課長 

   事務局  教育総務課・教育指導課      
               
 

 

【小田原市いじめ防止基本方針 検討委員会 作業部会】 
○役割  基本方針（案）と設置組織（案）の検討 
○構成  部会長  教育指導課 指導・相談担当課長 
    副部会長  教育指導課 副課長 
     部会員  関係各課係長、教育指導課指導主事、等 

事務局  教育指導課 

 
市立学校校長会  市立学校教頭会  保護司会   自治会総連合  
市 PTA連絡協議会  子ども会連絡協議会   青少年問題協議会 
民生委員児童委員協議会  保育会  公立幼稚園長会 
ｽｸｰﾙﾎﾞﾗﾝﾃｨｱﾁｰﾌｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ                 ほか 各種団体 

庁 

内 

市 

民 

厚生文教常任委員会 

「小田原市いじめ防止基本方針」の策定体制（案） 

政  策  会  議 

ア
ド
バ
イ
ザ
ー 

別紙１ 



月 会議名 会議検討内容等 市長 議会 教育委員会

中旬 関係各課への依頼

下旬 作業部会① 素案検討、検討委員会設置準備 定例会

中旬 検討委員会① 策定方針・日程の確認、検討委員会（素案）の検討

定例会

中旬 作業部会② 検討委員会（素案）の調整、関係団体へ意見伺い準備

　　　　　　　　　　↓ 協議 定例会

上旬 関係団体へ検討委員会素案の提示（地域ぐるみの教育懇談会等）

中旬 作業部会③ パブリックコメント前検討委員会案の検討（意見取り込み）

下旬 検討委員会② パブリックコメント前検討委員会案の検討、完成→提示まで確認 定例会

初旬 厚生文教常任委員会にてパブコメ案等の報告 協議

中旬

中旬

下旬 作業部会④ パブリックコメントを受けての意見取り込み、調整 定例会

初旬 検討委員会③ 最終案策定、公表・報告に向けた準備確認

下旬 公表

8

11

９月定例会
厚生文教
常任委員会

9

10

12月定例会
前厚生文教
常任委員会

政策会議

「小田原市いじめ防止基本方針」策定スケジュール（案）

4

5

6

7

関係団体等意見聴取期間

（７月上旬～８月上旬）

パブリックコメント 期間

（９月中旬～１０月中旬）
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平成２５年度下半期寄付採納状況について 

 

物品 

 
寄 付 者 寄 付 物 品 見 積 額 使 途 先 

1 
小田原市扇町 
３－２１－７ 
足柄小学校ＰＴＡ 
会長 磯﨑 武志 

幕   26,633円 
足柄小学校の備

品として 

２ 小田原市中里 
１６２－１１ 
ＳＫＪＦＣ 
代表 丹 己津雄 

サッカーゴール 380,000円 
下府中小学校の

備品として 

３ 
小田原市小船１７８ 
下中小学校ＰＴＡ 
会長 露木 康雄 

ワイヤレスマイク 35,530円 
下中小学校の備

品として 

４ 
小田原市早川 

２－１４－１ 

早川小学校ＰＴＡ 

会長 鈴木 律子 

フットライト 116,550円 
早川小学校の備

品として 

５ 

小田原市酒匂９３０ 

下府中小学校ＰＴＡ 

会長 森重 宏明 

テーブル８台 273,150円 
下府中小学校の

備品として 

６ 小田原市中曽根 

２５５－５ 

東富水幼稚園保護者と

教師の会 

会長 渡辺 美穂 

教材棚ほか３点 266,915円 
東富水幼稚園の

備品として 

７ 

小田原市荻窪４３９－５ 

清水 浩 
辻村伊助関係資料３５点 不明 

小田原市立図書

館の所蔵資料と

して 

８ 

小田原市寿町 

５－１２－３１ 

小田原ロータリークラブ 

会長 山岸 功治 

身近なたべものの秘密全７巻他 450,000円 

三の丸、新玉、

大窪、早川、山

王、町田、国府

津、酒匂、片浦

小学校の図書と

して 

９ 小田原市鴨宮５４７ 

鴨宮中学校地域連絡協

議会 

会長 志村 学 

防犯センサーライト ４基 
ブザー付きパトライト 440,475円 

鴨宮中学校の備

品として 

資料 ４ 
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寄 付 者 寄 付 物 品 見 積 額 使 途 先 

10 

 
小田原市国府津 
２４８９－６ 
古屋 京子 

絵画２点 不明 
国府津小学校の

備品として 

11 
小田原市国府津１８５４ 
国府津体育振興会 
副会長 瀬戸 志和 

とうみ １点 
あしぶみ脱穀機 １点 
扇風機 １点 

不明 
国府津小学校の

備品として 

12 小田原市国府津 
２７１２－１０ 
鳥居  宏光 

ラジオ１点（昭和初期頃のもの） 不明 
国府津小学校の

備品として 

13 小田原市柳新田 
１２９－３ 
報徳幼稚園保護者と教

師の会 
会長 柏木 朋子 

マスコット人形 １体 
色紙整理棚 
からくり時計 1台 

101,800円 
報徳幼稚園の備

品として 

14 小田原市柳新田 
１２９－３ 
報徳幼稚園平成２５年

度卒園児 
保護者代表 柏木朋子 

マスコット人形 １体 
色紙整理棚 

50,400円 
報徳幼稚園の備

品として 

15 

匿名 

屋外時計 １台 
太鼓の台 ８台 
ソフトベンチ １組 

123,100円 
前羽幼稚園の備

品として 

16 小田原市矢作２３１ 
矢作幼稚園保護者と教

師の会 
会長 齋藤 ひとみ 

演台 一式 
パイプ椅子 １０脚 

269,740円 
矢作幼稚園の備

品として 

17 
小田原市矢作２３１ 
矢作幼稚園平成２５年

度卒園児 
保護者代表 齋藤 ひとみ 

大型砂場ワゴン  １台 
おかいものカート  ２台 
カラーバケツ    １０個 
たべもの砂型セット ２セット 

92,810円 
矢作幼稚園の備

品として 

18 

匿名 ベッド１３台 不明 

早川、久野、千

代、国府津、片

浦、曽我、前羽、

下中小学校の備

品として 

19 
小田原市板橋９８５ 
大窪小学校ＰＴＡ 
会長 峰 裕文 

図書閲覧机 
閲覧用椅子 
折りたたみ式テーブル 

169,931円 
大窪小学校の備

品として 
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寄 付 者 寄 付 物 品 見 積 額 使 途 先 

20 小田原市酒匂 
６－８－２６ 
酒匂幼稚園 
保護者と教師の会  
会長 曽根 真弓 

賞状盆、大型絵本、サッカーゴール 133,400円 
酒匂幼稚園の備

品として 

21 小田原市寿町 
２－７－２５ 
町田小学校ＰＴＡ 
会長 神野 眞理 

綱引きロープ巻取器 33,600円 
町田小学校の備

品として 

22 株式会社損保ジャパン 
株式会社みずほ銀行 
明治安田生命保険相互

会社 
第一生命保険株式会社 

黄色いワッペン １，７２２枚 29,274円 

市立小学校新入

学児童への配布

物として 

23 

 匿名 デジタル自動体重計 56,700円 
下中幼稚園の備

品として 

24 
匿名 ヤマハ 電子オルガン 179,550円 

泉中学校の備品

として 

25 

小田原市別堀９８ 

内田 玲子 
図書「モヤモヤした心の根っこに希望

の針はささりましたか？」 
 42,000円 

教育委員会、市

立小中学校、図

書館の図書とし

て 

26 
日本マクドナルド株式会

社 
防犯笛 １，６００個 不明 

市立小学校新入

学児童への配布

物として 

 

現金 

 
寄 付 者 寄 付 金 額 寄付目的 使 途 先 

1 

匿名 現金 400,000円 

酒匂中学校、下府中

小学校、酒匂小学

校、富士見小学校、

の図書充実のため 

各学校選定の図

書を購入済 

 

演劇無料提供 

 
寄 付 者 公 演 名 寄付目的 備考 

１ 横浜市青葉区あざみ野 
１－２４－７ 
四季株式会社 代表取締役

社長 浅利 慶太 

「こころの劇場」

劇団四季ミュー

ジカル 
『はだかの王様』 

青少年の情操教育のため 

市立小学校に通

う小学 4年生等

に対する演劇鑑

賞の提供 

 



資料５ 

教育委員会職員の公務災害の状況について 

 
 

災害発生期間 平成２５年１０月１日～平成２６年３月３１日 

被災職員 所  属 
職  名 傷 病 名 災害発生の状況 

１ 教育指導課 
心理相談員 外傷性頚部症候群 

 
【受傷日：平成２６年２月２４日】 
 
 公用車で市内中学校に生徒の発

達検査を実施した帰りに、助手席に

置いてあった荷物が落ちたため、前

方から目を離したところ、前方を走

っていたトラックに追突し、頭と首

に痛みを感じたもの。 
 

 

※ 被災職員１は非常勤職員であるため、災害認定に当たり「小田原市非常勤の職員

の公務災害補償等に関する条例」第４条第３項の規定に基づき小田原市公務災害補

償等認定委員会への諮問及び同委員会からの答申を得て平成２６年３月２４日付

けで公務災害と認定した。 



小田原市教育委員会訓令第 １ 号 

 

小田原市教育委員会  

 

 小田原市教育委員会名義後援の承認手続等に関する規程の一部を改正する規程を次のように定め

る。 

 

  平成２６年 ３ 月３１日 

 

小田原市教育委員会 

委員長 和田 重宏 

 

   小田原市教育委員会名義後援の承認手続等に関する規程の一部を改正する規程 

 小田原市教育委員会名義後援の承認手続等に関する規程（昭和５２年小田原市教育委員会訓令第

１号）の一部を次のように改正する。 

 

改  正  後 改  正  前 

（承認基準等） 

第４条 教育委員会は、名義後援承認申請書を

受理したときは、次に定める承認基準に基づ

いて、その内容を審査し、適当と認めた場合 

は、速やかに申請者に対し名義後援承認書 

（様式第２号）を交付する。 

(1) （略） 

 (2) 事業内容についての承認基準 

  ア・イ （略） 

  ウ 政治的な目的又は宗教的な目的を有し

ないもの 

 (3) （略） 

 

 （承認条件の付加） 

第５条 前条の承認書には、次の条件を付けな

ければならない。 

 (1)～(3) （略） 

（承認基準等） 

第４条 教育委員会は、名義後援承認申請書を

受理したときは、次に定める承認基準に基づ

いて、その内容を審査し、適当と認めた場合 

は、速やかに申請者に対し名義後援承認書 

（様式第２号）を交付する。 

(1) （略） 

 (2) 事業内容についての承認基準 

  ア・イ （略） 

 

 

 (3) （略） 

 

 （承認条件の付加） 

第５条 前条の承認書には、次の条件を付けな

ければならない。 

 (1)～(3) （略） 

資料６ 



 (4) 事業終了後３０日以内に事業報告書を提

出すること。 

 (5) （略） 

 

 （事業報告） 

第６条 事業等が終了した場合は、終了後３０

日以内に事業報告書（様式第３号）を提出さ

せなければならない。 

 (4) 事業終了後１０日以内に事業報告書を提

出すること。 

 (5) （略） 

 

 （事業報告） 

第６条 事業等が終了した場合は、終了後１０

日以内に事業報告書（様式第３号）を提出さ

せなければならない。 

  

 

改  正  後 

様式第２号（第４条関係） 

（略） 

承 認 条 件 

１ 申請当時の事業計画に変更があった場合は、直ちに届け出てくださ

い。 

２ 承認書を交付した後においても、虚偽の申請により承認を受けたこ

とが判明した場合又は教育委員会が取消しを必要と認めたときは、そ

の承認を取り消すことがあります。 

３ 前号の場合において、申請者が損害を受けても、教育委員会は、そ

の賠償の責めを負いません。 

４ 事業終了後３０日以内に事業報告書を提出してください。 

５ 事業等に対しては、教育委員会は経費を負担しません。 
 

 

 

改  正  前 

様式第２号（第４条関係） 

（略） 

 

 

 

承 認 条 件 

１ 申請当時の事業計画に変更があった場合は、直ちに届け出てくださ

い。 

２ 承認書を交付した後においても、虚偽の申請により承認を受けたこ

とが判明した場合又は教育委員会が取消しを必要と認めたときは、そ

の承認を取り消すことがあります。 

３ 前号の場合において、申請者が損害を受けても、教育委員会は、そ 



 

の賠償の責めを負いません。 

４ 事業終了後１０日以内に事業報告書を提出してください。 

５ 事業等に対しては、教育委員会は経費を負担しません。 
 

 

 

   附 則 

 この訓令は、平成２６年４月１日から施行する。 



小田原市教育委員会名義後援の承認手続等に関する規程の一部を改正する規程 

 ［改正理由］ 

   小田原市教育委員会が名義後援をする場合の承認基準について所要の整備を行う等のため改

正する。 

 ［内  容］ 

 １ 承認基準の整備（第４条関係） 

   小田原市教育委員会が名義後援を承認する場合の事業内容の基準について、政治的な目的

又は宗教的な目的を有しないものを明示することとする。 

 ２ 事業報告書の提出期限の変更（第５条、第６条及び様式第２号関係） 

   事業報告書の提出期限を、３０日以内に変更することとする。 

［適  用］ 

   平成２６年 ４ 月 １ 日 

 




